
　慢性腎臓病（CKD）は，本邦では成人の 8人に 1人が該当
していると考えられている1）。CKDは慢性腎不全の強力な
リスクである。1年間に約 39,000人が新規に透析を導入さ
れ，2016年末で維持透析患者は約 33万人であり，なかな
か減少に転じない。透析患者の増加による医療費の高騰が
社会問題となっている。また腎不全以外にも，近年では心
血管疾患発症のリスクの一つとみなされている。以上よ
り，その治療のみならず合併症の予防，腎不全への重症化
予防を含めたCKD対策の重要度がますます高まっている。
糖尿病性腎症を含めたすべての腎疾患対策には，早期発
見・早期介入が何より重要である。効率的な CKD対策の
ために，一般住民に対する適切で十分な CKDの啓発を行
うことから始まり，健診受診から腎臓専門医療機関受診ま
での流れ（図 1）が提案されている。CKDの普及啓発につい
ては他稿を参照されたい。本稿では，一般医療機関（かかり
つけ医）と腎臓専門医療機関とのCKD連携診療体制につい
て述べたい。

　診療ガイドラインに基づき2），CKDの重症度に応じて，
厳格な血圧管理・蛋白尿への対策，および食事指導など細
やかで質の良い医療を提供することで，CKDの重症化予

防，そして腎疾患患者の予後改善，透析患者数の減少につ
ながる。現在，日本全国に約 5,000人の腎臓専門医がいる
が，1,300万人を超える CKD患者に対して，専門医 1人当
たり約 2,600人を診療しなければならないことになり，腎
臓専門医のみがCKD診療を行うのは不可能である。また，
腎臓病の重症化予防の観点において，腎臓病療養指導士を
含めた，管理栄養士，薬剤師，看護師，検査技師，社会福
祉士，保健師といった医療スタッフによる腎臓病療養指導
を行うことが重要である3）。多くの場合，かかりつけ医が
腎臓病療養指導を含めた包括的な CKD医療体制を整える
ことは，限りある医療資源という観点から不可能であるた
め，かかりつけ医と腎臓専門医療機関が適切に連携し，十
分で良質な医療の提供を可能にする病診連携体制の構築が
必要である。
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図 1　健診から腎臓専門医療機関受診までの流れ
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　現在，岡山市は人口約 72万人，岡山県内 27市町村のな
かでは比較的腎臓専門医が多く，市内の腎臓専門医療機関
も複数存在する地方都市である。岡山市における CKD対
策として，病診連携体制の構築が必要であった。そこで岡
山市では，かかりつけ医と腎臓専門医との円滑な紹介・逆
紹介のための医療連携システムを構築することで，市民の
CKDの早期発見・早期治療を可能にし，腎不全への進行の
阻止，心血管イベントの発症を抑制すること，さらに，腎
不全を含めたすべてのステージの CKD患者への適切な医
療を提供することで患者の QOL向上に貢献することを目
的として，2007年に岡山市 CKD病診連携ネットワーク
（Okayama City CKD Network：OCKD-NET）が設立された
（図 2）。設立にあたり，腎臓専門医療機関の立場として槇
野博史（当時岡山大学教授）がかかりつけ医代表である岡山
市医師会に呼びかけ，賛同を得ることができた。設立当初，
OCKD-NETへの参加腎臓専門医療機関は 6施設であった。
参加かかりつけ医は 28施設であったが，少しずつ増加し，
3年後には 93施設となった。専門の診療科には関係なく参
加を呼びかけることで，実際には，内科のほかに眼科，産
婦人科，皮膚科，外科などを専門にしたかかりつけ医も多
数 OCKD-NETの会員となっている。

　患者および医療者双方にとって理想的な病診連携を構築
するために，OCKD-NET発足前に岡山市内のかかりつけ医
への医療連携に関するアンケート調査を行った。このアン
ケート調査では，「現状の問題点」として腎臓専門医療機関
と医療連携しにくい理由を，「今後の医療連携体制構築の
ために必要なこと」として具体的な希望・要望を，それぞれ
質問した。その結果，いくつかの問題点（表 1），および，
それを解決するためにかかりつけ医の先生方が必要と考え
ていること（表 2）がそれぞれいくつかあげられた。その他
の問題点としては，紹介状を自分が書く時間がない，受け
取った紹介状の文面・内容がよくわからないことがある，
処方薬剤が勝手に変更されるケースがある，といったこと
もあげられた。

　前述のように，かかりつけ医の先生方へのアンケート調
査の結果を受けて，OCKD-NETとして 4つの活動を柱とし
て展開していった。すなわち，①定期セミナー開催，②
CKD病診連携パスの作成，③腎臓専門医およびかかりつけ
医リスト作成，④ OCKD-NET「腎ぞうサポート手帳」作成，
の 4つである。

1．定期セミナー開催
　「顔の見える連携」をキーワードとして，年に 2回定期セ
ミナーを開催することとした。かかりつけ医と腎臓専門医

 

岡山市での病診連携ネットワーク（OCKD-NET）設立
の経緯

 OCKD-NET設立のための準備

 OCKD-NETとしての活動内容
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図 2　OCKD-NETの概念図
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が実際に連携診療した症例提示や，岡山市以外で CKD医
療連携に取り組まれている都市の実情紹介など，実際の医
療連携にかかわるテーマを中心とし，岡山市保健所として
取り組んでいる事業の紹介，各種ガイドラインが新たに出
版あるいは改訂された際にはその内容紹介，最新の学術的
な講演なども交え，多彩な形で行っている。さらには，管
理栄養士，保健師，看護師などのメディカルスタッフから
の発表や，セミナー参加を通じて CKD診療における多職
種の連携促進を図っている。

2．CKD病診連携パスの作成
　CKD病診連携パスの内容として，3項目を策定した。1

つ目は，かかりつけ医から CKD患者を紹介しやすいよう
に，腎臓専門医 /専門医療機関への紹介基準を作成した。2

つ目は，CKDのステージや原疾患に応じた腎臓専門医の役
割を明記した。最後に，腎臓専門医がかかりつけ医に逆紹
介する際のフォローアップ事項も明示した。この連携パス
において，腎臓専門医による精査およびその結果を踏まえ
て治療方針を決定したら，かかりつけ医にフィードバック
し，実際の処方を含めた加療はかかりつけ医で行うことを
原則とした。さらには，CKD重症度に応じて腎臓専門医を
再診するタイミングも設定した。これらは，CKD診療ガイ
ドに基づいた紹介基準を参考とし，それを明確にするよう
な形とした〔この独自の連携パスは，その後発行された
「CKD病診連携マニュアル（全国版）」の使用に移行した〕。
　病診連携パスの作成に加え，OCKD-NETを介した予約・
紹介がひと目でわかるように，かかりつけ医から腎臓専門
医療機関への紹介状を，CKDの情報が簡単に記載でき，か
つ，専門医側からも情報がひと目でわかるようなフォー
マットに改良した。具体的には，従来の紹介状に，血清ク
レアチニン値や eGFR，血尿や蛋白尿の尿所見を記載する
欄，および CKD危険因子を列挙し該当項目にチェックを
つける欄を設けた。
　連携パスの作成により，OCKD-NETの会員同士が患者の

紹介・逆紹介を行うための基準が明確化され，共有するこ
とができるようになった。

3．腎臓専門医およびかかりつけ医リスト作成
　あらゆる疾患においても同様であるが，CKD医療連携に
おいても，どこの病院・地域にどのような医師がいるのか
がひと目でわかる医療機関リストは非常に有用なツールで
ある。この腎臓専門医リストおよびかかりつけ医リストに
より，患者の状況に適した紹介，逆紹介を効率良く行うこ
とが可能となる。腎臓専門医リストおよびかかりつけ医リ
ストは，各病院ホームページを参考にしたり，医師会ある
いはかかりつけ医本人に相談するなどして作成した。その
後これらのリストは，おおよそ 2～3年に 1回改訂するよう
にしている。改訂のタイミングに合わせ新たに医師会会員
になった先生方の情報を医師会から得て，その先生方にも
OCKD-NETへの登録を勧誘することで，更なる会員の増加
を目指している。

4．OCKD-NET「腎ぞうサポート手帳」の作成（図 3）
　患者自身が CKDについての認識を高めることを目的と
して，OCKD-NET専用の「腎ぞうサポート手帳」を作成し配
布することとした。手帳には，CKDの疫学，定義，ステー
ジ分類，各種検査項目，診断や治療について，さらに血液
透析・腹膜透析についても解説し，食事療法を含めた生活
習慣改善のポイントなどを簡潔にまとめたページや，経時
的に患者の検査結果を記載できるページを盛り込み，実際
に病診連携に役立てることが可能となっている。この手帳
を活用することで医療機関同士の情報のやり取りを簡略化
できるだけでなく，患者の啓発・教育にもつながると期待
した。FROM-J研究（CKD戦略研究）にて作成された「CKD

管理ノート」も大いに参考とした5）。

　CKD病診連携を継続していくために，連携診療すること

 CKD病診連携のメリットを明確化
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表 1　 腎臓専門医と医療連携しにくい原因：
アンケート調査結果より

1. どこに紹介していいのかわからない
2. どのような患者を紹介すべきかわからない
3. 紹介しても患者が行かない
4. 腎臓専門医を知らない
5. 紹介先から自院に戻らない
6. 腎臓専門医での対応が不適切
7. 自分で診れるから紹介不要

表 2　 今後の医療連携体制構築のために必要なこと：
アンケート調査結果より

1. 腎臓専門医へ紹介する基準
2. 腎臓専門医リストの整備
3. かかりつけ医リストの整備
4. 腎臓専門医およびかかりつけ医に期待する役割の明確化
5. 食事指導のシステム
6. 患者・家族への医療連携についての啓発
7. 定期的な情報共有の場の設定



でのメリットの明確化が大切である。
腎臓専門医療機関に求められていることは，かかりつけ医
ではできないことを補完すること，である。すなわち，ク
リニックではできない詳細な精密検査に加え，適切な栄養
指導の実施，および食塩摂取量の情報などをフィードバッ
クすることや，診断や治療方針，あるいは，急変時の対応
を相談できるという安心感といったものも，連携診療なら
ではの長所である。一方で，かかりつけ医に期待すること
は，合併症や日々の体調変化などに応じた細やかな患者診
療であり，また，処方の一元化を図ることでポリファーマ
シーの改善にもつながる。
　 このように，かかりつけ医と腎臓専門医との 2人主治医
制による双方向性のメリットが考えられることから，
OCKD-NETでは患者および家族向けに2人主治医制の啓発
案内を腎臓専門医療機関で掲示・配布した。患者に病診連
携の意義を理解してもらうことで，よりスムーズな CKD

診療の提供が可能になる。
　医療者側として CKD対策において病診連携が重要であ
ることは理解できるのであるが，実際の連携においては前
述したような問題点も内在しているため，病診連携に踏み
出すのを躊躇する場合も当然ながらありうる。病診連携に
よる 2人主治医制のメリットを 1例でも体感できると，よ
り進化した病診連携ネットワークに発展していくと思われ
る。

　OCKD-NETの今後に関して最も重要な課題は OCKD-

NETの継続と発展，である。継続性を保ち続けるために
は，OCKD-NETがマンネリ化せずに常に新鮮であり続ける
必要がある。そこでわれわれはいくつかの工夫をしてい
る。一つには，OCKD-NETの世話人・役員を定期的に交代
あるいは追加してきた。定期セミナーで岡山市の保健所長
に講演していただいたことをきっかけとして，保健所長も
世話人に加わっていただいた。さらに，岡山県医師会・理
事の先生にも途中から世話人に加わっていただいた。ま
た，前述したように，新たに医師会に加わったかかりつけ
医の先生方には，OCKD-NETを案内し，賛同していただい
た場合に OCKD-NETの会員に加わっていただいている。
設立後 10年以上経ち，現在ではかかりつけ医 137施設，お
よび専門医療機関 7施設の登録となり，総会員数も増加し
ている。さらには，病診連携を始めた患者を登録し前向き
の観察研究を行い，学会・研究会で毎年発表している。診
療の均てん化によるガイドライン遵守率の評価や，新規透
析導入患者数の減少の達成など，予後の改善も重要である。

　岡山市という地域での病診連携である OCKD-NETの設
立の経緯から現状について述べた。人口規模や腎臓専門医

 OCKD-NET設立後 10年経ってこれからの課題

 おわりに

a b
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図 3　OCKD-NET用「腎ぞうサポート手帳」：表紙（b）と裏表紙（a）



ならびに専門医療機関の存在など地域ごとに事情が異なっ
ており，岡山市のやり方が日本全国すべての市町村にあて
はまるわけではないため，それぞれの実情に応じた CKD

病診連携体制の構築が必要である。糖尿病の連携診療体制
が先んじて構築されている地域においては，糖尿病性腎症
重症化予防事業と相乗的に CKD対策を始めることもひと
つの方法である。いずれにしても，何らかの形で地域の実
情に応じた CKD病診連携体制を構築することは，専門医
不足の CKD診療において重症化予防に大変重要である。
2018年に厚生労働省より出された腎疾患対策検討会報告
書6）のなかに掲げられている目標の一つとして，「地域にお
ける医療提供体制の整備」があげられており，こうした地
域でのネットワーク作りは，CKDの普及啓発や人材育成と
ともに，CKDの診療水準を向上していくことにつながると
考えられる。岡山市での CKD病診連携の取り組みが CKD

診療の均てん化，患者の重症化予防，さらには患者予後の
改善につながっていくことを期待している。
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